
GX2040の概要と具体的な施策について

令和７年９月９日

経済産業省 中部経済産業局 エネルギー対策課
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出典：GX実行会議（第１５回）
（令和7年8月内閣官房GX実行推進室）
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出典：GX2040ビジョンの概要
（令和７年２月内閣官房GX実行推進室）
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出典：GX2040ビジョンの概要
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出典：GX2040ビジョンの概要
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出典：GX2040ビジョンの概要
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出典：GX2040ビジョンの概要
（令和７年２月内閣官房GX実行推進室）
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第７次エネルギー基本計画（抜粋）
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⚫ エネルギー危機にも耐えうる需給構造への転換を進める観点で、徹底した省エネの重要性は不変。加えて、今
後、2050年に向けて排出削減対策を進めていく上では、電化や非化石転換が今まで以上に重要となる。
CO2をどれだけ削減できるかという観点から経済合理的な取組を導入すべき。

⚫ 足下、DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれており、半導体の省エネ性能の向上、光電融合など
最先端技術の開発・活用、これによるデータセンターの効率改善を進める。工場等での先端設備への更新支
援を行うとともに、高性能な窓・給湯器の普及など、住宅等の省エネ化を制度・支援の両面から推進する。トップ
ランナー制度やベンチマーク制度等を継続的に見直しつつ、地域での省エネ支援体制を充実させる。

⚫ 今後、電化や非化石転換にあたって、特に抜本的な製造プロセス転換が必要となるエネルギー多消費産業につ
いて、官民一体で取組を進めることが我が国の産業競争力の維持・向上に不可欠。

４．2040年に向けた政策の方向性

⚫ DXやGXの進展による電力需要増加が見込まれる中、それに見合った脱炭素電源を国際的に遜色ない価
格で確保できるかが我が国の産業競争力に直結する状況。2040年度に向けて、本計画と「GX2040ビジ
ョン」を一体的に遂行。

⚫ すぐに使える資源に乏しく、国土を山と深い海に囲まれるなどの我が国の固有事情を踏まえれば、エネルギー安
定供給と脱炭素を両立する観点から、再生可能エネルギーを主力電源として最大限導入するとともに、特定の
電源や燃料源に過度に依存しないようバランスのとれた電源構成を目指していく。

⚫ エネルギー危機にも耐えうる強靭なエネルギー需給構造への転換を実現するべく、徹底した省エネルギー、製
造業の燃料転換などを進めるとともに、再生可能エネルギー、原子力などエネルギー安全保障に寄与し、脱炭
素効果の高い電源を最大限活用する。

⚫ 2040年に向け、経済合理的な対策から優先的に講じていくといった視点が不可欠。S+3Eの原則に基づき、
脱炭素化に伴うコスト上昇を最大限抑制するべく取り組んでいく。

５．省エネ・非化石転換

出典：第7次エネルギー基本計画の概要
（令和７年２月資源エネルギー庁）
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＜総論＞

⚫ DXやGXの進展に伴い、電力需要の増加が見込まれる中、それに見合った脱炭素電源の確保ができなかった
ために、国内産業立地の投資が行われず、日本経済が成長機会を失うことは、決してあってはならない。

⚫ 再生可能エネルギーか原子力かといった二項対立的な議論ではなく、再生可能エネルギーや原子力などの脱
炭素電源を最大限活用することが必要不可欠。

⚫ こうした中で、脱炭素電源への投資回収の予見性を高め、事業者の積極的な新規投資を促進する事業環境
整備及び、電源や系統整備といった大規模かつ長期の投資に必要な資金を安定的に確保していくためのファイ
ナンス環境の整備に取り組むことで、脱炭素電源の供給力を抜本的に強化していく必要がある。

＜再生可能エネルギー＞

⚫ S+3Eを大前提に、電力部門の脱炭素化に向けて、再生可能エネルギーの主力電源化を徹底し、関係省庁
が連携して施策を強化することで、地域との共生と国民負担の抑制を図りながら最大限の導入を促す。

⚫ 国産再生可能エネルギーの普及拡大を図り、技術自給率の向上を図ることは、脱炭素化に加え、我が国の産
業競争力の強化に資するものであり、こうした観点からも次世代再生可能エネルギー技術の開発・社会実装を
進めていく必要がある。

⚫ 再生可能エネルギー導入にあたっては、①地域との共生、②国民負担の抑制、③出力変動への対応、④イノ
ベーションの加速とサプライチェーン構築、⑤使用済太陽光パネルへの対応といった課題がある。

⚫ これらの課題に対して、①事業規律の強化、②FIP制度や入札制度の活用、③地域間連系線の整備・蓄電
池の導入等、④ペロブスカイト太陽電池（2040年までに20GWの導入目標）や、EEZ等での浮体式洋上
風力、国の掘削調査やワンストップでの許認可フォローアップによる地熱発電の導入拡大、次世代型地熱の
社会実装加速化、自治体が主導する中小水力の促進、⑤適切な廃棄・リサイクルが実施される制度整備等
の対応が必要。

⚫ 再生可能エネルギーの主力電源化に当たっては、電力市場への統合に取り組み、系統整備や調整力の確保に
伴う社会全体での統合コストの最小化を図るとともに、次世代にわたり事業継続されるよう、再生可能エネル
ギーの長期安定電源化に取り組む。

６．脱炭素電源の拡大と系統整備 出典：第7次エネルギー基本計画の概要
（令和７年２月資源エネルギー庁）
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出典：総合資源エネルギー調査会 
基本政策分科会資料（第69回会合）
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再エネ導入に向けた課題

• 再生可能エネルギーについては、地域共生を前提に、国民負担の抑制を図りながら、主力電源として、最大限
の導入拡大に取り組む。

• 他方、再エネ導入にあたっては、我が国のポテンシャルを最大限活かすためにも、以下の課題を乗り越える必要が
ある。

✓ 不十分な管理で放置されたパネルが散見。

✓ 2030年半ば以降に想定される使用済太陽光パ
ネル発生量ピークに計画的な対応が必要。

✓ 適切な廃棄のために必要な情報（例：含有物
質情報）の管理が不十分。

⇒ 適切な廃棄・リサイクルが実施される制度整備
が必要

⑤使用済太陽光パネルへの対応

✓ 気象等による再エネの出力変動時への対応が重要。

✓ 全国大での出力制御の発生。

✓ 再エネ導入余地の大きい地域（北海道、東北など）
と需要地が遠隔。

⇒ 地域間連系線の整備、蓄電池の導入などが必要

③出力変動への対応

✓ 傾斜地への設置など安全面での懸念増大。

✓ 住民説明不足等による地域トラブル発生。

⇒ 地域との共生に向けた事業規律強化が必要

①地域との共生

✓ 平地面積や風況などの地理的要件により新たな再エ
ネ適地が必要。

✓ 太陽光や風力を中心に、原材料や設備機器の大半
は海外に依存。

✓ 技術開発のみならず、コスト低減、大量生産実現に
向けたサプライチェーン構築、事業環境整備が課題

⇒ ペロブスカイトや浮体式洋上風力、次世代型地熱
などの社会実装加速化が必要

④イノベーションの加速とサプライチェーン構築

✓ FIT制度による20年間の固定価格買取によって国民
負担増大（2025年度3.98円/kWh）。

✓ 特にFIT制度開始直後の相対的に高い買取価格。

⇒ FIPや入札制度活用など、更なるコスト低減が必要

②国民負担の抑制

出典：総合資源エネルギー調査会 
基本政策分科会資料（第69回会合）
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省エネ・地域パートナーシップ

1. 中小企業にとって、エネルギーコスト削減や脱炭素のための「第一歩」は、省エネ。

2. エネルギー価格が上昇し、サプライチェーンでの脱炭素取組が加速していく中、中小企業等の省エネ取組を地域で

支援するため、地域の金融機関、省エネ支援機関等が連携する枠組として、昨年７月、「省エネ・地域パートナー

シップ」を立ち上げ。省エネ診断や省エネ補助金の活用等に向けて、各地域で支援体制を構築することが狙い。

3. 現在のパートナー機関数は256。（198金融機関、58省エネ支援機関）
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参考資料①（GX産業立地政策）
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出典：GX産業構造実現のためのGX産業立地
ワーキンググループ（令和７年８月内閣官房
GX実行推進室）

14



15

出典：GX産業構造実現のためのGX産業立地
ワーキンググループ（令和７年８月内閣官房
GX実行推進室）
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出典：GX産業構造実現のためのGX産業立地
ワーキンググループ（令和７年８月内閣官房
GX実行推進室）
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17
出典：GX産業構造実現のためのGX産業立地
ワーキンググループ（令和７年８月内閣官房
GX実行推進室） 17
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出典：GX産業構造実現のためのGX産業立地
ワーキンググループ（令和７年８月内閣官房
GX実行推進室）
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出典：GX産業構造実現のためのGX産業立地
ワーキンググループ（令和７年８月内閣官房
GX実行推進室）
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参考資料②（GX・ＣＮ・省エネ）
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中部地域の省エネ応援サイト

ＧＸ・ＣＮ・省エネの推進に役立つ資料

中部地域の省エネ事例を紹介しています。
「お金をかけない省エネ」「設備更新」などのニーズ別、
業種別に探せます。

https://www.chubu.meti.go.jp/d33shouene/jireishu/index.html

・各企業ごとに、省エネ
効果や取り組んだ方のコ
メントなどを詳細に掲載。
・全40事例掲載中

中小企業等のカーボンニュートラル支援策

パンフレット（経済産業省・環境省）

カーボンニュートラルに関連
する中小企業支援策を経済産
業省だけでなく環境省の施策
も一緒にとりまとめ。

https://www.meti.go.jp/
policy/energy_environme
nt/global_warming/SME/p
amphlet/pamphlet2022fy0
1.pdf

中小機構等のCN相談窓口やCN支援に取り組んでいるアドバイ

ザー視点による、CNに向けた取り組みのステップを示した手引書。

https://www.chubu.meti.go.jp/d12cn/data/guidance.pdf

カーボンニュートラル達成に向けての手引き書
（中部経済産業局）
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中小企業等のカーボンニュートラル推進に係る支援策

• 経済産業省では環境省とともに中小企業向けのカーボンニュートラル支援施策パンフレットを作成。                                                    

カーボンニュートラル施策のステップに応じて支援策を紹介。

出典元：経済産業省・環境省「中小企業のカーボンニュートラル支援策」 22
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